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ご挨拶 

 
 ようやくコロナ禍も一段落し、第 22 回の日本医療経営学会学術集会・総会は 2023 年 11
月 11 日（土）、東京都渋谷区の「国立オリンピック記念青少年総合センター」にて開催い

たします。 
 今会のテーマは「環境激変！どうする病院」－機能分化・働き方改革・DX 等が進む中

での病院の戦略－といたしました。2025 年に向けて地域医療計画の見直し、地域医療構想

調整会議の開催が進むにつれ、機能別必要病床数と現有病床数の乖離が改善されつつあり、

病院の機能分化は着々と進んでいます。 
 2022 年 2 月には救急車を年間 200 台以上受け入れる病院にのみ看護師の 4,000 円の処

遇改善交付金が支給され、同年 10 月にはその交付金を 12,000 円に引き上げ診療報酬化す

るなど、診療報酬、調整会議以外の手段による病院淘汰が始まっている気配もあります。 
 医療費が健保組合や国家財政を圧迫しつつある現在、かつての様な医療機能の自由な選

択が困難となるのみならず、ひとたび医療機能が限定されると、それを変更する事が困難

な状況が作られつつあります。 
 この難しい経営環境を克服しつつ、人口動態の変化、患者の受療行動の変化に対応し、

高齢者人口がピークを迎える 2040 年に向け、各病院は自院の最適解を模索せねばなりま

せん。 
 基調講演、シンポジウムは上記テーマを包含した内容を予定しており、基調講演は香取

照幸様に「病院機能分化の変遷と今後の展望」、中林梓様に「2024 年度ダブル改定の展望」

をお願いいたしました。 
 シンポジウムは川原丈貴座長に「環境激変に対する民間病院の対応」、高橋泰座長に「医

療関連 21 世紀創業起業の最先端事情」をお願いいたしました。どうか今後の医療界、病院

業界の進路を探る意義ある学会とするべく、会員の皆様に置かれましては活発なご討議を

お願い申し上げます。 
 

第 22 回日本医療経営学会学術集会 
会長 古城資久 

医療法人伯鳳会 理事長 
 
 

開催概要 
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2023年11月11日(土)         プログラム 

会場 

時間 

A会場 

417教室 

Ｂ会場 

416教室 

Ｃ会場 

104教室

09:00～09:30 受付 

09:30～09:40 開会挨拶 ポスター 

マウント 

 

展示 

 

 

 

09:40～11:00 

会長講演：環境激変！どうする病院 

    演者 古城資久先生（医療法人伯鳳会理事長） 

基調講演：病院の機能分化の変遷と今後の展望 

    演者 香取照幸先生（厚生労働省元年金局長・雇用 

均等・児童家庭局長、一般社団法人未来研究所臥龍代表理事） 

 

11:00～11:10 休憩 

11:10〜12:10 
教育講演：2024 年度ダブル改定の展望 

    演者 中林 梓先生（ ㈱ASK梓診療報酬研究所所長） 
  

12:10～13:00 

ランチョンセミナー（会場：カフェフレンズ） 

共催： ㈱BRIDGE MULTILINGUAL SOLUTIONS 

 (旧 ㈱BRICK's) 

 理事会 

13:00～13:15 会員総会   

13:15～14:45 

シンポジウム 1 環境激変に対する民間病院の対応 

座長 川原丈貴先生（川原経営総合センター代表取締役） 

   小川聡子先生（医療法人社団東山会理事長） 

シンポジスト 

米盛公治先生（社会医療法人緑泉会理事長） 

室谷ゆかり先生（医療法人社団アルペン会理事長） 

小川聡子先生（医療法人社団東山会理事長） 

  

14:45～14:55 休憩 

14:55～15:30  
一般演題 

ポスター 
 

15:30～17:30 

シンポジウム2 医療関連21世紀創業企業の最先端事情 

 座長 高橋  泰先生（国際医療福祉大学教授） 

    上村 久子先生（㈱メディフローラ代表取締役） 

シンポジスト 

坂野哲平先生（㈱アルム代表取締役） 

中西智之先生（㈱Vitaars代表取締役） 

逆瀬川光人先生（㈱ヘンリー代表取締役） 

菊池 亮先生（ファストドクター㈱代表取締役） 

  

17:30～17:35 挨拶（次年度学術集会長）/ 閉会挨拶   

17:45～20:00 情報交換会（懇親会）   
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09:00-09:30  受 付 

 

Ａ会場（4F 417教室） 

09:30-09:40  開会挨拶  

        会長 古城 資久（医療法人伯鳳会理事長） 

 

09:40-10:20 【会長講演】｢環境激変！どうする病院｣        

 座長 大道 久（一般社団法人日本医療経営学会理事長） 

 演者 古城 資久（医療法人伯鳳会理事長） 

10:20-11:00 【基調講演】｢病院の機能分化の変遷と今後の展望｣ 

                    座長 寺崎 仁（メディカルコンサルティングオフィス・JIN代表） 

     演者 香取 照幸（厚生労働省元年金局長・雇用均等・児童家庭局長、 

                           一般社団法人未来研究所臥龍代表理事） 

11:00-11:10  休 憩 

 

11:10-12:10 【教育講演】｢2024 年度ダブル改定の展望｣        

 演者 中林 梓先生（株式会社ASK 梓診療報酬研究所所長） 

 

ランチョンセミナー会場（2F カフェ「フレンズ」） 

12:10-13:00 【ランチョンセミナー】 

         「AI・ICTを活用した多言語対応の取り組みについて」     

 座長 仲井 培雄（芳珠記念病院理事長） 

           演者 遠藤 舞（株式会社 BRIDGE MULTILINGUAL SOLUTIONS） 

           共催 株式会社 BRIDGE MULTILINGUAL SOLUTIONS 

 

Ａ会場（4F 417教室） 

13:00-13:15  会員総会 

13:15-14:45 【シンポジウム１】環境激変に対する民間病院の対応 

 座長 川原 丈貴（川原経営総合センター代表取締役） 

    小川 聡子（医療法人社団東山会理事長） 

 シンポジスト  

 ｢環境激変に対する民間病院の対応｣        

    米盛 公治（社会医療法人緑泉会理事長） 

 ｢時代に負けず、仲間と共に｣ 

    室谷 ゆかり（医療法人社団アルペン会理事長） 

                        「生活支援型急性期病院と基幹型病院 病院機能分化の今後はこれ」 

    小川 聡子（医療法人社団東山会理事長） 

 

 14:45-14:55  休 憩 
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Ｂ会場（4F 416教室） 

14:55-15:30 【一般演題ポスター発表】 

          座長：寺崎 仁（メディカルコンサルティングオフィス・JIN代表）   

 A-1 14:55-15:03 ｢ユニット型での取り組みが与えた影響について｣ 

 山田 雄大 (医療法人伯鳳会 介護老人保健施設はくほう) 

 A-2 15:03-15:11 ｢病床の機能転換から新病院建築による患者増｣ 

 小池 聡 (医療法人積仁会 旭ヶ丘病院) 

 A-3 15:11-15:19 ｢医療機関の管理会計システムとCOVID-19 

           －ある地域の中規模私立医療法人におけるBSCの実践－｣ 

 井上 秀一 (追手門学院大学) 

 A-4 15:19-15:27 ｢看護師の職業継続意思の規定因に関する一考察 

           －地方における公立A病院を事例として－｣ 

 菊地 諒大 (広島国際大学 医療・福祉科学研究科) 

 

          座長：白髪 昌世 (広島国際大学教授) 

 B-1 14:55-15:03 ｢医療消費者の診療所選択プロセス 

           －都市近郊に居住する会社員を対象としたM-GTA分析－｣ 

 中村 崇裕 (東洋大学大学院 経営学研究科) 

 B-2 15:03-15:11 ｢大都市圏と地方都市圏における地域連携診療計画加算の取得状況について｣ 

 羽明 英敏 (国際医療福祉大学大学院 医療福祉学研究科)  

 B-3 15:11-15:19 ｢セクター別に見た医師不足の定量的考察｣ 

 藪下 千恵美 (国際医療福祉大学大学院 医療経営管理分野) 

 

Ａ会場（4F 417教室） 

15:30-17:30 【シンポジウム２】医療関連21世紀創業起業の最先端事情 

 座長 高橋 泰（国際医療福祉大学教授） 

    上村 久子（株式会社メディフローラ代表取締役） 

 シンポジスト： 

 ｢医療Ｄｘ関連企業｣    

    坂野 哲平（株式会社アルム代表取締役） 

 ｢私にとっての起業｣      

    中西 智之（株式会社Vitaars代表取締役） 

 ｢人類の医療・介護のインフラの構築を目指して｣      

    逆瀬川光人先生（株式会社ヘンリー代表取締役） 

 ｢在宅医療｣        

    菊池 亮（ファストドクター株式会社代表取締役） 

 

17:30-17:35  次年度学術集会会長 挨拶 寺崎 仁（メディカルコンサルティングオフィス・JIN代表） 

       閉会 挨拶     会長 古城 資久 

 

17:45-20:00  情報交換会  会場（2F カフェ「フレンズ」） 
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【会長講演】 
 

「環境激変！ どうする病院」 
 

 

講師略歴 

 

 

古城 資久（こじょう もとひさ） 

 

1958 年岡山県生まれ。’84 年日本大学医学部卒業。同年岡山大学第二外科に入局。その後、坂

出市立病院、国立岡山病院、倉敷第一病院を経て’93 年医療法人伯鳳会赤穂中央病院に勤務。 

 

2001 年に同法人理事長に就任してからは、伯鳳会グループのイノベーションに着手。現在では、

兵庫県、大阪府、東京都、埼玉県で 10 病院をはじめ、社会福祉法人立の特養や介護事業のほか、

福祉用具販売、医療専門学校などトータル 70 事業所を展開する医療福祉グループへと発展させ

た。 

 

プライベートではウエイトトレーニングに励み、2009、‘10、’12、’13、’18 年に IPF 世界マス

ターズベンチプレス選手権で優勝する経歴も持つ。 

 

医学博士、日本外科学会認定登録医、日本スポーツ協会認定スポーツドクター、 

公益社団法人日本パワーリフティング協会会長、 

一般社団法人日本医療経営学会理事、日本大学医学部同窓会参与 

公益財団法人日本スポーツ協会評議員 

 

著書 

「病院経営のイノベーション」 建帛社 2013 

「病院経営者の心得と M＆A の実際」  経営書院 2023  他 
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「環境激変！ どうする病院」 
 

古城 資久 

医療法人伯鳳会 理事長 

 

 

日本の医療界は過去十数年の間 2025 年問題が議論されてきた。今後ますます増えていく老人

人口と高まる医療需要を、減少する生産年齢人口でいかに対応するかという問題である。その解

決策として医療の効率化が求められ、機能分化と連携医療でそれを乗り越えようとしてきた。

2013 年に社会保障審議会より提示されたワイングラスからヤクルトへの図はまだ記憶に新しい。 

 その後、地域医療構想に基づいた調整会議が各医療圏で行われ、かつては総量規制であった病

床数が病床種別ごとの規制となり、機能分化と連携医療に一定の効果を上げている。この間、精

神病院を除く病院数は最多であった 2010 年の 8,414 病院から 2022 年には 7,097 病院と 2 割減

少した。この間、地域ニーズの見込める病院は統廃合、Ｍ＆Ａなどの手法を用いて存続し、ニー

ズのなくなった病院、経営的に行き詰った病院は診療所転換、もしくは廃院が続いている。 

 しかし全国的な医療需要に関しては 2025 年までは上昇していた。しかしながらこれから 2040

年に向けて、あるいはその後も医療需要は全国的に減少していく新たな時代に入った。 

 私が病院経営者となった四半世紀前、2000 年頃にも病院には多くの課題があったが、医療需

要の減少は問題となっておらず、「医療は永遠の成長産業」と言われていたのである。 

つまり病院における経営課題の解決は戦術の変更で解決する問題が大多数で、戦略の転換が求

められる時代ではなかった。 

「人口は減る、若年者は減る、しかし老人は増え医療需要は増え続ける」というものが 2025

年までの我々を取り巻く環境であったが、これからは「人口は減る、若年者は減る、老人も減り

医療需要は減り続ける」という新たな環境の下で病院経営を行わねばならないという厳しい時代

となった。 

かつてより「病院経営は大変だ、厳しい、苦しい、赤字だ」と言われてきたが、全国平均では

まだ医療需要の減少は見られていなかった。我々病院経営者は苦労はしてきたが絶望はしていな

かった。しかしついに医療需要は減少する局面を迎えた。そしてこの現象は永続する。 

病院経営絶望の時代に我々はいかに対応し、絶望を希望に変えるべきかを考え抜かねばならな

い。医療需要そのものが減少するのであるから、すべての事業者が生き残ることは出来ない。し

かし生き残るべき病院は存続し、小さくなったパイのなかでもシェアを上げることで維持を図れ

るのではないか。 

生き残るべき病院はいかなるマインドを持ち、いかなる戦略を立て、絶望の時代を希望の時代

に変革していくべきかを考えたい。 
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【基調講演】 
 

「病院の機能分化の変遷と今後の展望」 
 

 

講師略歴 

 

香取 照幸（かとり てるゆき） 

 

兵庫県立大学大学院社会科学研究科経営専門職専攻特任教授、一般社団法人未来研究所臥龍代表

理事。医療法人社団至髙会髙瀬クリニック顧問 

東京都出身、麻布学園中学・高校から 1980 年東京大学法学部卒、同年旧厚生省入省。 

在フランス OECD 事務局研究員、埼玉県生活福祉部高齢者福祉課長、厚生省高齢者介護対策本

部事務局次長、内閣官房内閣参事官（小泉総理大臣官邸）、同審議官、厚生労働省政策統括官（社

会保障担当）、年金局長、雇用均等・児童家庭局長。その間、介護保険法、子ども・子育て支援

法、GPIF 改革等の制度創設・改革を担当。また、内閣官房内閣審議官として「社会保障・税一

体改革」を取りまとめた。 

2016 年厚生労働省退官、2017 年在アゼルバイジャン共和国日本国特命全権大使。2020 年 4 月

より上智大学総合人間科学部教授、同年 8 月より一般社団法人未来研究所臥龍代表理事。 

2023 年 4 月より兵庫県立大学大学院社会科学研究科経営専門職専攻特任教授。 

 

主な著書：「介護保険制度史」（共著） 『教養としての社会保障』 『民主主義のための社会保障』

『社会保障論Ⅰ【基礎編】』 『高齢者福祉論【介護保険制度の理念・意義・課題】』（いずれも東

洋経済新報社）。 

日本医師会医療政策会議委員（2016-2018,2022-2024）、東京都医師会在宅医療協議会委員・TMA

近未来医療会議委員長、日本年金学会幹事、日本地域包括ケア学会評議員、日米医学医療交流財

団理事。2021 年 11 月より総理官邸「全世代型社会保障構築会議」構成員、2022 年 8 月より厚

生労働省「医薬品の迅速・安定供給実現に向けた総合対策に関する有識者検討会」委員。2023

年 10 月より同「国民・患者に対するかかりつけ医機能をはじめとする医療情報の提供等に関す

る検討会」委員。 
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「病院の機能分化の変遷と今後の展望」 
 

香取 照幸 

一般社団法人未来研究所臥龍 代表理事 ／兵庫県立大学大学院社会科学研究科 特任教授 

 

 

現在進んでいる医療・介護提供体制改革の議論の実質的な出発点は、2008 年の「社会保障国

民会議」中間報告に遡る。 

社会保障国民会議報告は、「制度の財政的持続可能性の確保」という名の下に 1990 年代以来続

いていた給付抑制路線に基づく社会保障改革路線を大きく転換し、「必要な社会保障の機能強化」

のための改革を提唱し、そのための安定財源の確保の必要性を訴えた報告であり、その後民主党

政権下で超党派合意によって行われた「社会保障・税一体改革」の嚆矢となった報告である。 

この報告の取りまとめの過程で行われた「医療・介護費用に関するシミュレーション」におい

て、「病床の機能分化を進めるとともに急性期医療を中心に人的・物的資源を集中投入してでき

るだけ入院期間を減らして早期の家庭復帰・社会復帰を実現し、同時に在宅医療・在宅介護を大

幅に充実させ、地域での包括的なケアシステムを構築することにより利用者・患者の QOL（生

活の質）の向上を目指す」という、現在まで続く医療・介護提供体制改革の基本的方向性が明確

に打ち出された。 

その後、2012 年の社会保障・税一体改革の中では、「機能分化」とともに「連携」の必要性が

強調され、医療機関相互の（病診・病病・診診）連携のみならず、介護・看護も含めた 

地域全体を面で支える医療介護提供体制の構築が強調され、「医療から介護」「施設・病院から

在宅」という流れが形作られた。 

一体改革の合意を受けて策定された社会保障改革プログラム法の規定に基づき、医療・介護分

野で策定された「医療介護総合確保推進法」において、地域医療構想（地域医療計画）の策定、

消費税財源を活用した地域医療介護確保総合基金の設置等が定められ、現在に至っている。 

そして、コロナ禍を経て岸田政権の下で設置された「全世代型社会保障構築会議」報告を踏ま

え、「かかりつけ機能が発揮されるための制度整備」として、かかりつけ医機能の地域における

実装のための取り組みが進められており、その第一歩として、かかりつけ医機能報告制度の創設

をはじめとする制度整備のための医療法改正が行われた。 

超高齢社会が進行する中で、医療に求められる役割・その目的は「治す医療」から「治し支え

る医療」へと大きく変化し、生活の質（Quality Of Life）を重視した医療、すなわち「生活の中

の医療（生活を犠牲にしない医療）」のあり方が求められている。 

病院（病床）に求められる機能役割は、一方では、「治す」に特化した高次機能・専門治療機

能、他方では、「治し、支える」を担う在宅医療・地域医療を支える機能 という大きな二つの

ベクトルに分かれていくものと考えられる。 

同時に、「治し、支える」は医療だけでは実現できない以上、地域医療の形も変わっていく。

求められるのは「地域完結・在宅支援型」の医療であり、外来中心から往診・オンライン中心、
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地域支援病院との協働、医療・看護・介護・生活支援、包括的ケアは不可欠の要素となる。その

ためには医師・看護師・OT・PT・薬剤師・介護職など多様な専門職種の連携・協働が重要であ

り、そうであるがゆえに地域包括ケアネットワークの構築は最も重要な目標となる。 

多職種連携が機能するためには、それを支える情報基盤は不可欠であり、医療 IT・IoT・Dx

は、在宅医療・地域包括ケアを支える不可欠の tool となる。  
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【教育講演】 
 

「2024 年度ダブル改定の展望」 
 

 

講師略歴 

 

 

中林 梓 

㈱ＡＳＫ梓診療報酬研究所 代表取締役 

 

■ 略歴 

札幌出身 

病院・診療所対象のコンピュータ・インストラクターを経て、医事運用、経営コンサルティング

に従事。 平成９年（１９９７） ＡＳＫ梓診療報酬研究所を設立。 

請求もれ、経営改善、在宅医療等をテーマに、分析・セミナー講演・執筆活動を行なう。 

現在 

診療報酬に関する各種研究、医業収入診断、経営改善指導、医事運用コンサルティング、在宅医

療運営指導、診療報酬・介護報酬に関する医師・看護師向けの各種教育研修・セミナーに携わる。 

医業経営コンサルタント。 

 

■ 研修講師実績 

全国公私病院連盟、全国厚生農業協同組合連合会、日本赤十字社、済生会、北海道病院協会、静

岡県病院協会、広島県病院協会、岡山県病院協会、福岡県私設病院協会、京都私立病院協会、奈

良県病院協会、徳島県医師会、広島県医師会、千葉市医師会、金沢市医師会、富山市医師会、熊

本市医師会、呉市医師会、名古屋大学医学部付属病院、日本医業経営コンサルタント協会、ＴＫ

Ｃ、メディカル・マネジメント・プランニング・グループ、医療関連サービス振興会、日本慢性

期医療協会、他 多数 
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株式会社 BRIDGE MULTILINGUAL SOLUTIONS
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【ランチョンセミナー】 
 

「AI・ICT を活用した多言語対応の取り組みについて」 
 

 

講師略歴 

 

遠藤 舞（えんどう まい） 

 

株式会社 BRIDGE MULTILINGUAL SOLUTIONS 

経営管理本部 経営企画部 リーダー 

 

2020 年に新卒にて同社に入社。事業本部にて医療機関、官公庁への外国人患者の受入環境整

備を目指した取り組みにおける営業活動を 2 年間行う。事業本部での経験を生かして 2023 年よ

り同社経営企画室にてアシスタントとして訪日旅行者・在住外国人の受入整備等をはじめとした

各種政策提言を行っている。 

  

45



ランチョンセミナー 
「AI・ICT を活用した多言語対応の取り組みについて」 

 
遠藤 舞 

株式会社 BRIDGE MULTILINGUAL SOLUTIONS 

経営管理本部 経営企画部 リーダー 

 

 

外国人患者の受入整備において多言語対応は重要な課題の 1 つである。医療機関においては、

現場での通訳者の派遣のほか、電話やテレビ電話を用いた遠隔通訳、近年では AI 翻訳を活用し

たツールも利用されている。これからの多言語対応の手法について特徴と活用事例について紹介

を行う。 

また、医療 DX が唱えられている中、遠隔医療通訳の対応分析データの紹介を行いながら、AI・

ICT を用いてどこまで医療現場での通訳ニーズに応えることができるのか述べていく。あわせて

アフターコロナで今後より様々な国の患者が医療機関を受診する可能性がある中で、これからの

多言語対応における課題とそれに対する取り組みについて紹介を行う。 
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シンポジウム 1 

 

環境激変に対する民間病院の対応 

47





【シンポジウム 1】 
 

「環境激変に対する民間病院の対応」 
 

 

講師略歴 

 

 

米盛 公治（よねもり こうじ） 

社会医療法人緑泉会 理事長 ／ 社会医療法人緑泉会 米盛病院 院長 

 

1965 年  鹿児島県鹿児島市生まれ 
1991 年  鹿児島大学医学部卒業 
1991 年  鹿児島大学医学部附属病院整形外科入職 
1992 年  鹿児島県立大島病院入職 
1993 年  鹿児島大学医学部附属病院整形外科入職 
1997 年  鹿児島大学大学院医学研究科修了 
1997 年  社会医療法人緑泉会入職 
2002 年  社会医療法人緑泉会米盛病院院長就任 
2009 年  社会医療法人緑泉会理事長就任 
現在に至る 
 
【資格・役員など】 
・医学博士 
・鹿児島大学医学部 臨床教授 
・鹿児島県整形外科医会 理事 
・鹿児島市整形外科医会 会長 
・鹿児島市医師会 理事 
・鹿児島県医療法人協会 理事 
・日本整形外科学会認定整形外科専門医 
・日本整形外科学会認定脊椎脊髄病医 
・日本 DMAT 隊員（統括 DMAT） 
・鹿児島県災害医療コーディネーター 
 
 

 
・AHA BLS インストラクター 
・AHA ACLS インストラクター 
・ICLS インストラクター 
・JPTEC インストラクター（世話人）  
・ITLS basic インストラクター 
・Emergo basic インストラクター 
・MCLS インストラクター 
 
 
 

以上 
2023 年 4 月現在 
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「環境激変に対する民間病院の対応」 
 

米盛 公治 

社会医療法人緑泉会 米盛病院 理事長・院長 

 

 

当院が、鹿児島県における救急医療の充実を目指し新築移転して、ちょうど 10 年目に突入し

た。移転当初から、救急医療を軸にした民間病院運営に対して多くのご心配やご懸念の声をお寄

せいただいたが、おかげさまで経営も順調に軌道に乗り、新たな取り組みも行ってきている。今

回、当院にとって節目となる年に貴重な講演の機会をいただけたことに、まずは深甚なる感謝を

申し上げ、激変する環境に行ってきた過去の対応と今後の対応方針について私見を述べさせてい

ただきたい。 

 

当院の現状（2022 年度）と過去の対応は、以下のごとくである。 

１）年間救急搬入件数（除ウォークイン）6,586 件で、鹿児島県内第 1 位。 

２）ドクターカー・民間医療用ヘリによるプレホスピタル救急医療も安定して継続運営。 

３）年間手術件数 5,748 件で、うち整形外科は 4,326 件で国内第３位。 

４）上記、当院利用者増加に伴う改善策として、以下を履行済み。 

回復期 200 床 本院隣接移転   （2018.6 月） 

外来クリニック 本院敷地内移転 （2022.4 月） 

 

今後の対応方針としては、鹿児島県の医療が抱える以下の３つの問題点にフォーカスし、当日

会場でお伝えしたいと考えている。 

１）鹿児島県の地勢学 

２）鹿児島県の人口推移 

３）地域医療構想 
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【シンポジウム 1】 
 

「環境激変に対する民間病院の対応」 
 

 

講師略歴 

 

 

室谷 ゆかり 

医療法人社団アルペン会 理事長 

 

 

1996 年 日本大学医学部卒 

1997 年～2001 年 東京都老人医療センター（現：健康長寿医療センター）研修 

2001～2004 年 つくしんぼ大山診療所（在宅療養支援診療所）勤務 

2004～2006 年 初台リハビリテーション病院勤務 

2006～2008 年 室谷病院勤務 

2008 年 アルペンリハビリテーション病院院長就任 

2013 年 現職 
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「時代に負けず、仲間と共に」 
 

室谷 ゆかり 

医療法人社団アルペン会 理事長 

 

 

1.自己紹介および自院の紹介 

私たち法人は、祖父が町医者→長期療養増加で老人病院開設→介護の必要性で特別養護老人ホ

ーム・軽費老人ホームを開設→個別ケア・認知症ケアの必要性でユニットケア特養・認知応型通

所介護・事業所内託児所を増築→主体的なデイサービスを求め自己選択・自己決定の夢のみずう

み村式デイサービス開始→老人病院を回復期リハビリテーション病院に転換・新築移転→お互い

を知り合う多世代支援施設（介護・保育・障害）開設→障害のあるお子さんや中途障害の方が働

く練習ができる障害就労支援施設開設と、迫られた生活課題に対し、場作りを進めてきた。 

2.自院がおかれている環境をどのように考えているか？ 

私たちの富山医療圏は、人口：50 万人（県の約 50％）、人口密度：275 人/k ㎡（全国平均 343

人/k ㎡ ）と地方都市型の医療圏で、高齢化率：25％（全国平均 23％）、2010→2040 年総人口

増減率：－18％（全国平均-16％）と全国平均に近く、2010→2040 年 15 歳～64 歳人口増減率：

－30％、2010→2040 年 75 歳以上人口増減率：40％と、7 割になる働く人口で、1.4 倍になる介

護人口を支えられるか？を課題に運営を進めてきた。富山医療圏では、今後医療よりも介護の必

要性が高くなることも予測されている。 

3.2010 年頃に考えていた自院の立ち位置と今後についてどう思うか？ 

当院は、療養病床で、2006 年から回復期リハビリテーション病棟の特別入院料を算定するこ

ととし、亜急性期等への移行を進めてきた。一般急性期との前方連携、慢性期や介護施設との後

方連携の中で、入院受け入れへの迅速化、後方施設での療養継続の最適化を目指して運営を変え

てきた。回復期リハビリテーション病棟として何をするかに加え、上記の連携における役割も強

化していきたい。 

４.現実問題と対策 

転倒をはじめとする医療事故の発生が多い回復期リハビリテーション病棟では、身体拘束を原

則しないため、怪我をさせないよう、夜間のコール対応が大変だった。その対策を進めて、よう

やく夜勤負担が減らせたかと思った頃、コロナクラスターが起きた。そしてクラスターが落ち着

いたところで、介護スタッフ不足が突然表面化してきた。現在様々な取り組みを進めてきたが、

グループ法人の特別養護老人ホームのご利用者様の急変やスタッフ不足状況をみていると、後方

連携先への私たちの役割は、患者様を生活にお戻しするだけでは不足しているのではないかと感

じられる。患者様・ご利用者様がよりよい状態で生活を過ごしていかれるために、何を行ってい

くべきなのか、また連携先ともどのように関わっていくべきなのか、現場で感じていることをお

伝えできたらと考えている。 
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【シンポジウム 1】 
 

「環境激変に対する民間病院の対応」 
 

 

講師略歴 

 

 

小川 聡子 

医療法人社団 東山会 理事長 

 

1993 年 東京慈恵会医科大学医学部 卒業    

1995 年 東京慈恵会医科大学循環器内科 医員 

2003 年 医療法人社団東山会 調布東山病院 内科医師 

2005 年 同法人 副理事長  

2009 年 同法人 理事長  

 

2005 年 医学博士 

日本循環器学会 専門医  

日本内科学会 認定医  

日本プライマリー・ケア学会 認定医、代議員 

日本ユマニチュード学会 理事 

認知症サポート医  

 

全日本病院協会 理事 

日本病院会 理事 

東京都病院協会 常任理事 

調布市医師会 理事 
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「生活支援型急性期病院と基幹型病院 病院機能分化の今後はこれ」 
 

小川 聡子 

医療法人社団 東山会 調布東山病院 

 

 

戦後、貧しかった国は、公だけでは医療提供体制が追いつかないなか、民の力も借りながら、

世界に冠たる国民皆保険が実現し、国民も健康という恩恵を享受した。 

人口減少、少子高齢化の現実、医療の高度化は、病院機能分化を促進する。2012 年から始ま

った病院機能分化では、高度急性期、急性期、亜急性期、慢性期と明確に定義され、診療報酬の

政策誘導のなかで、機能分化はそれなりに進んだ。 

今後必要な機能分化の視点は、基幹型（３次、２次、手術、専門）と生活支援型急性期（２次、

１次、地域密着型）であろう。高齢者の絶対数が増え、臨床問題の複雑性をもった２次救急が増

える時代、整備強化されるべきは生活支援型急性期病院である。この機能がしっかり働くことで、

３次救急を担う医療機関もこれ以上疲弊せずにすむ。都市型生活支援型急性期病院について語り

ながら、生活支援型急性期病院のパターンについて考える。 
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【シンポジウム 2】 
 

「医療関連 21 世紀創業企業の最先端事情」 
 

 

講師略歴 

 

 

坂野 哲平 

 

株式会社アルムの創業社長、DeNA グループのメディカル事業本部長。2001 年早稲田大学理工

学部卒業と同時にスキルアップジャパン(株)を設立し、動画配信事業の売却を機に医療 ICT 事業

への本格参入を行い、2015 年に(株)アルムに商号変更した。医療機器ソフトウエアの開発から販

売までを手がける。フィリップス、エーザイ、フューチャーアーキテクツ等のグローバル企業と

の業務資本提携をし、海外 11 拠点・世界 32 ヵ国で展開している。同社の医療関係者間コミュニ

ケーションアプリ「Join」は、日本初の保険適用ソフトウエアとなり、救急医療のデファクトプ

ラットフォームとなりつつあり、世界 1300 の医療機関に導入している。さらには、地域包括ケ

ア ICT ソリューション「Team」は、全国 3000 の介護・看護事業所で稼働しており、パーソナ

ルヘルスレコードアプリ「MySOS」は、700 万人のユーザーに利用され、国内最大の同分野の

アプリ。厚労省の入国者・帰国者向け感染症対策の水際対策アプリとしても活用されている。一

般社団法人日本医療ベンチャー協会の理事として、日本の医療・ヘルスケア分野における世界の

プレゼンス向上に向けて行政と共に活動している。現在、ウクライナの人道支援プロジェクトと

して、ウクライナ政府・日本国官邸・経産省・外務省と協力しながらウクライナに遠隔診療セン

ターを構築中。 
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「医療Ｄｘ関連企業」 
 

坂野 哲平 

株式会社アルム 代表取締役 

 

 

医療 DX は起こせるのか？ 主に救急医療や感染症対策の医療 DX を医療者・行政・メーカー

と取り組んできた。医療機器・医療機器プログラムのベンチャー企業の経営者として、遠隔診療

アプリ「Join」を日本初の保険償還アプリとして紆余曲折の中、国内外 32 か国に 1300 の医療

機関に導入したが、9 年半を要した。遠隔診療だけでは、臨床・医療経済・ビジネスの効果は限

定的であったために、PHR アプリ、手術ナビゲーション、トリアージアプリ、血管内治療機器、

遠隔医療者教育、地域包括ケアシステム、スマートシティデータ基盤や検疫システムなどといっ

た様々な医療関連の製品を医療者・行政と共に研究開発し、グローバルに社会実装に繋げてきた。

行政支援/委託・医療者との共同研究開発といった協調関係の中、失敗経験も多々あるが、様々

な課題と機会・可能性に直面してきた。他の疾患分野・事業分野の失敗・成功モデルから専門治

療や災害医療の DX の可能性を実感している。特に、遠隔診療、地域の病病・病診・医介連携、

PHR によるモニタリング・治療評価、医療者教育、スマートシティに向けた官企民のエコシス

テム構築等と言った分野の専門治療や災害医療の DX の可能性と未來について提言したい。 
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【シンポジウム 2】 
 

「医療関連 21 世紀創業企業の最先端事情」 
 

 

講師略歴 

 

 

中西 智之（ナカニシ トモユキ） 

株式会社 Vitaars（ヴィターズ）代表取締役社長 ／ 医師 ／ 博士（医学） 

 

生年月日： 1976(昭和 51)年 4 月 10 日生 

 

学歴： 2001(平成 13)年 3 月   京都府立医科大学医学部  卒業 

 

職歴： 2001(平成 13)年 京都府立医科大学医学部付属病院 外科 

 2003(平成 15)年 熊本赤十字病院   心臓血管外科 

 2007(平成 19 年 大和市立病院   麻酔科 

 2009(平成 21)年 武蔵野赤十字病院   救急救命センター 

 2013(平成 25)年 守口生野記念病院   救急科 

 2016(平成 28)年 株式会社 T-ICU（*旧社名）       代表取締役 

 2019(平成 31)年 聖マリアンナ医科大学  非常勤講師（救急医学） 

 2021(令和 3)年  東京医科歯科大学   客員准教授 

 2021(令和 3)年  Marine city medical college＆Hospital 国際客員准教授 

 

保有資格： 集中治療専門医 救急科専門医 麻酔科認定医 

JPTEC・BLS・FCCS・MIMMS プロバイダー TNT 研修会修了  

JATEC・PALS プロバイダー MCCRC 研修会修了 
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所属学会： 一般社団法人 日本集中治療医学会 

一般社団法人 日本救急医学会 

公益社団法人 日本麻酔科学会 

一般社団法人 日本遠隔医療学会  

      一般社団法人 日本医療経営学会 

      一般社団法人 日本医療情報学会 

      一般社団法人 人工知能学会 

 

経歴概要 

京都府立医科大学医学部卒業。心臓血管外科医として 6 年、麻酔科医として 2 年の現場経験後、

都内救命救急センターに勤務。東日本大震災の際には DMAT 隊員として発災当日から岩手県大

船渡市や陸前高田市での医療活動に従事。その後、集中治療専門医の存在の有無による病院間の

診療格差に課題を感じ、2016 年に遠隔集中治療（Tele-ICU）の普及に取り組む株式会社 T-ICU

（*旧社名） を設立。Doctor to Doctor / Nurse to Doctor の遠隔医療の確立と普及に努め、遠隔

医療を広めゆくシステム開発にも注力。集中治療専門医、救急科専門医、日本 DMAT 隊員

（2010-2020）。 

 

受賞歴他 

2018 年 9 月  三菱総合研究所「未来共創イノベーションネットワーク」 

ビジネス・アクセラレーション・プログラム 最優秀賞 

2019 年 8 月  Microsoft Innovation Lab Award 2019 最優秀賞 

2020 年 2 月  ICC サミット福岡 2020 カタパルトグランプリ優勝 

2020 年 10 月 J-Startup KANSAI 選出 

2020 年 11 月 ｢EY アントレプレナー・オブ・ザ・イヤー 2020 ジャパン｣ 

関西地区 Challenging Spirit 部門 特別賞 

2020 年 11 月 「ひょうごクリエイティブビジネスグランプリ 2021」奨励賞選出 

2021 年 12 月  独立行政法人中小企業基盤整備機構「第 21 回 Japan Venture Awards 」 

SDGs 特別賞 受賞 

2022 年 2 月   一般社団法人関西経済同友会、公益社団法人関西経済連合会主催 

「関西財界セミナー賞 2022」特別賞 受賞 
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「私にとっての起業」 
 

中西 智之 

株式会社 Vitaars 代表取締役社長 ／ 医師 

 

 

私は 2001 年に医学部を卒業した、救急や集中治療（ICU）を専門とする医師です。2016 年

10 月に株式会社 Vitaars（起業時は株式会社 T-ICU）を起業し、その事業の中心は遠隔 ICU で

す。救急・ICU の専門医として臨床で働きながら、専門医の数が少ないために多くの ICU で専

門医が治療に関与できていないという課題を目の当たりにし、その解決のためにすでにアメリカ

で実績のある遠隔 ICU の実現を考えました。一方で病院勤務をしながら遠隔 ICU の普及活動を

するのは難しく、病院から独立した組織の必要性を感じました。そこで、もともとは起業したい

という考えは全く持っていませんでしたが、手段として会社組織が良いのではないかと思い、起

業することを決めました。今年で会社は創立 8 年目を迎え、専門医や専門の看護師が 100 名以上

登録し、社員数も 50 名にまで成長しました。 

上記のような経緯で起業をしたため、起業に関する知識もなく手探りの状態で、まずは遠隔

ICU に必要なシステムを各医療機器メーカーに問い合わせるところから始めました。しかし私が

求めるような適切なシステムがありませんでしたので、友人のエンジニアと共同でシステム開発

を行うことにしました。その後はビジネスプランコンテストなどに参加しながら少しずつ認知度

を高める活動をしていたところ、コロナ禍となりました。コロナ禍は我々の事業にとっては追い

風となり、「遠隔医療」と「ICU」のそれぞれに関する認知度が高まり、それらがかけ合わさっ

た「遠隔 ICU」もより広く知られるようになりました。 

遠隔 ICU 普及の要件の一つとして診療報酬が認められるかどうかがあります。前回の 2022

年の診療報酬改定で遠隔 ICU に診療報酬を認定する議論がされましたが、最終的には認められ

ませんでした。次回の 2024 年の改定に向けて、学会も積極的に活動を続けており、我々事業社

側も遠隔 ICU の業界団体の設立などを行いました。 

起業は課題解決の有効な手段です。「資金調達」、「人材採用」、「企業との協業」、「テクノロジ

ーとの融合」などアカデミックなポジションより自由度が高く、よりスピード感を持って取り組

めます。一方で、医療領域においてはアカデミアでしか出来ない活動もあり、如何にアカデミア

とスタートアップで連携を取るかが重要だとも感じています。私のこれまでのキャリアを考える

とアカデミアのポジションに着くことは難しく、起業を選択することが現実的であったと思って

います。 

7 年前に起業した時も起業支援の存在の多さに驚きましたが、現在の政府の前向きな取り組み

もあり、徐々に良好な環境が形成されつつあります。それらの影響もあってか、若い医師の中に

は起業を意識する人が増えています。デジタル技術と医療の組み合わせは、医師の働き方改革や

医療費の抑制といった課題を解決する鍵であり、スタートアップの特性を活かせばより早く、よ

り良い形で解決できる可能性があります。一方で医療領域は規制が厳しく、スタートアップには
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医師の存在が不可欠だとも思っています。医工連携という言葉が使われてしばらく経っていると

思いますが、今の状況ではまだまだ不十分であり、より深く、大きな連携が医療系スタートアッ

プの発展には重要だと感じています。 
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【シンポジウム 2】 
 

「医療関連 21 世紀創業企業の最先端事情」 
 

 

講師略歴 

 

 

逆瀬川 光人 

株式会社ヘンリー 代表取締役社長 

 

楽天にてスマートフォン戦略グループに配属。楽天 PointClub の立ち上げ PM などを中心に、

複数の新規事業開発を経験。 

2016 年に上場前の Wantedly に転職し、新規事業室長として上場を経験し、ビジネス・マーケ

ティング領域全般を統括。 

その後、「人類の医療・介護のインフラを作る」をミッションに当社を創業。Henry では、開発・

導入・採用・資金調達を担当。 
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「人類の医療・介護のインフラの構築を目指して」 
 

逆瀬川 光人 

株式会社ヘンリー 代表取締役社長 

 

 

株式会社ヘンリーは、「人類の医療・介護のインフラを作る」をミッションに、電子カルテ・

レセプトシステムをコアとするクラウド型業務プラットフォーム「Henry」の開発をしている。 

 

医療業界の業務効率化、IT 化は 30 年以上業界の課題として取り組まれ続けていたが、実際に

医師・医療従事者が満足がいくシステムを実現できた医療機関及びシステム、ベンダーは存在し

なかった。理由としては複雑な診療フローと法制度の制約から開発難易度と導入難易度がともに

高く、大企業の新規事業やスタートアップが取り組むには大きすぎるテーマであるからだ。 

 

我々は難しい社会問題を解決するには、この大きすぎるテーマに正面から立ち向かう必要があ

ると考え、約 4 年の開発期間を経て、中小病院向けに、日本初のレセプト一体型 WEB 電子カル

テをリリースした。 

 

スタートアップ市場においても、成熟が進みすぐに成果がでる領域は減ってきている。近年で

は、これまで解決できなかった大きな課題に正面から取り組める企業が求められている。 

ヘンリーももれなく、大きなテーマに正面から挑むスタートアップとして超少子高齢社会にお

ける持続可能な医療体制を実現するべく、事業展開をしている。電子カルテ・レセプトシステム

という医療機関のインフラを皮切りに、地域医療・介護のプラットフォームを展開していく予定

だ。 

 

高齢者増加による医療需要の増加や労働人口の減少、過疎化地域における医療体制維持などは、

日本のみの問題ではなく、諸先進国や東アジアでも同様に問題となっている。 

ヘンリーは、超少子高齢社会先進国である日本においてまず成功事例を作り、日本発のスター

トアップとして世界に展開していき、世界の医療体制の維持に寄与していきたいと思っている。 
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【シンポジウム 2】 
 

「医療関連 21 世紀創業企業の最先端事情」 
 

 

講師略歴 

 

 

菊池 亮（きくち りょう） 

 

2010 年帝京大学医学部卒業。帝京大学医学部附属病院、関連病院にて整形外科に従事後、2016

年にファストドクター株式会社を創業し代表取締役に就任。「生活者の不安と医療者の負担をな

くす」をミッションに掲げ、7000 万人がアクセスできる救急医療プラットフォームを提供。 

 

学歴及び職歴： 

2010 年：帝京大学医学部医学科卒業 

2012 年：帝京大学医学部整形外科学講座入局 

2016 年：ファストドクター株式会社代表取締役（〜現在） 

2017 年：帝京大学医学部整形外科学講座助手（〜2018 年） 

2019 年：帝京大学医学部救急医学講座助手（〜2019 年） 

2023 年：帝京大学医学部総合診療科非常勤講師（〜現在） 

 

所属学会・認定医など： 

- 日本整形外科学会専門医 

- 日本整形外科学会認定脊椎脊髄病医 

 

兼任： 

- 公益社団法人東京都医師会在宅医療委員会委員 

- 一般社団法人練馬区医師会在宅医療推進協議会委員 

- 一般社団法人日本在宅救急医学会評議員 

- 一般社団法人日本在宅ケアアライアンス災害対策委員会委員 

- 一般社団法人日本在宅ケアアライアンス大都市圏における在宅医療システムの 

  モデル構築事業委員 
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「在宅医療」 
 

菊池 亮 

ファストドクター株式会社 代表取締役 

 

 

ファストドクターは創業から 7 年目を迎え、一貫して夜間休日に特化した医療支援を行なって

きました。患者に「上手な医療のかかり方」を啓発することに加えて、持続可能な「かかりつけ

医機能」を実現するための活動を続けています。 

コロナ禍における「患者の急増」と「浸透しないかかりつけ医機能」は、医療に深刻な不安を

もたらしましたが、少子高齢化によって医療需要がピークを迎えるとされる 2040 年に向けても、

かかりつけ医機能が浸透していかなければ、消防や病院に大きな負担がかかり、混乱が生じるこ

とが懸念されています。近年、かかりつけ医の制度化を求める声もありますが、大切なのは制度

化することではなく、24 時間体制のかかりつけ医機能を持続可能な形で構築することにあると

考えます。その意味では、コロナ禍で都市圏を中心に取り組まれた、自宅療養者等への医療支援

体制は、「分業と連携」により、これを構築できた好事例だったのではないかと感じます。 

本シンポジウムを通じて、今後に備えるべき医療体制について検討したいと思います。 
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一般演題 
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演題 A-1 
 ユニット型での取り組みが与えた影響について 

 

○山田雄大、上野拓真、宇留野小枝 

医療法人伯鳳会 介護老人保健施設はくほう 

 

 

【背景】当施設の新設移転に伴い、従来型老健からユニット型老健へと移行し、老健として

の取り組みに違いがみられた。従来型とは、多床室が多く食堂や交流スペースを施設単位で

配置しているもの。ユニット型とは、全室個室で生活共同スペースを居室に隣接して配置す

ることで家庭に近い環境を作ったものである。 

【目的】ユニット型ならではの取り組みを行うことで、在宅復帰率や収益など様々な事象に

ついて変化が見られたため報告する。 

【方法】変化が見られた事例について、移転前後のデータを後ろ向きに調査し比較する。 

【結果】 も大きな変化点として、移転前後の在宅復帰率が約 3 倍と大幅な向上が見られた。

また、それに伴い施設全体の収益も向上する結果となった。 

【考察】主な取り組み内容として、ユニット型老健の特性を活かし、利用者一人ひとりの考

えに沿った過ごし方を尊重することで、より在宅生活に近い環境を提供した。また、多職種

連携を意識的に行う事で生活リハビリを積極的に取り入れ、生活能力の向上に努めた。それ

らの工夫により、「心」と「身」の両方から利用者をサポートし、「その方らしい生活」が送

れる援助が行えた。これらのアプローチにより、在宅復帰意欲を高めることができ、結果と

して在宅復帰率の向上を認め、収益向上にも繋がったと考える。 

【結語】老健本来の役割や、昨今の介護保険事業における在宅医療・介護の推進を加味する

と在宅復帰を目指す必要性は高い。しかし、本当の意味での在宅復帰を目指すためには、利

用者本人の意思やそれを受け入れる家族のサポートなど様々な要素を乗り越えなければなら

ない。それらのことを今回ユニット型での取り組みを通して、再認識出来た。また、運営上

無視出来ない収益アップが同時に行えたことも大きな収穫であると考える。 
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演題 A-2 

病床の機能転換から新病棟建築による患者増 
 

○小池聡、古城資久、佐嶋健一、川野奈緒美、小松潤二、鈴木強司、西塚農 

医療法人積仁会 旭ヶ丘病院 

 

 

【要旨】 

地域の医療ニーズに合わせ病床機能転換を繰り返したことで収益を向上させ経営の 

健全化を図り、念願の病院の建て替えを行うことが出来た。 

また、新型コロナウイルスワクチン接種を実施する中で地域における病院の認知度 

が上がり外来患者数増加に繋がった。 

今後は医療・介護サービスの向上を図り選ばれる病院を目指す。 

 

【導入】 

当院は埼玉県西部日高市にある一般 19 床、地域包括ケア 26 床、回復期リハ 37 床、 

療養 60 床、合計 142 床のケアミックス病院。 

令和 3 年 11 月より着工したが、正に新型コロナウイルス感染症蔓延中であった。 

新型コロナウイルスワクチン接種を日高市と連携を図り行ったことで病院の認知度 

が上がった。 

この度、念願であった病院の建て替えが完成し、昨年（令和 4 年）11 月に開院する 

ことが出来た。新病院開院後の外来患者数増加について考察した。 

 

【方法】 

・機能転換（病床種別変更）による変遷 

・コロナワクチン接種累計回数 

・1 日平均外来患者数比較 

 

【考察】 

・病棟入院料の変遷 

機能転換による日当円の変遷 

       （平成 30 年度  → 令和 2 年度  → 令和 5 年 9 月） 

  一般病棟 44 床 28,661 円→19 床 36,514 円→40,610 円 

療養病棟 90 床 17,383 円→60 床 19,566 円→21,214 円 

ケアミックス機能を活用した病院連携の推進 

近隣には急性期医療を担う大病院があり当院が亜急性期に病床機能転換したことで 
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より柔軟に患者受入が可能となった。 

・新型コロナウイルスへの積極的対応 

新型コロナウイルス患者の発熱外来・重点医療機関として受入を積極的に行った。 

また、ワクチン接種に来院される方に新棟建て替えをアピール出来た事が患者増加 

の大きな要因となった。 

・1 日平均外来患者数 

新病院開設前 2 年間は 145 人、開設後 10 ヶ月で 164 人と増加した。 

 

【結語】 

病院機能を転換して地域医療の推進につなげた。地域の医療ニーズに柔軟に対応し 

ケアミックスの機能を 大限に活かした。 

また、緊急事態宣言の中、新型コロナウイルス感染症にも積極的対応したことで 

経営の健全化が図れ、新病院開院に繋げられた。 
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演題 A-3 
医療機関の管理会計システムと COVID-19 

―ある地域の中規模私立医療法人における BSC の実践― 
 

○井上秀一 1，丹羽修二 2，松本亮 3 

1追手門学院大学，2,3日本経営ウィル税理士法人 

 

 

本研究の目的は，COVID-19(コロナ)禍で，医療機関のバランスト・スコアカード(BSC)を

例として，管理会計システムがどのように運用されているかを明らかにすることである。先

行研究では，医療機関においても予算編成と予算統制からなる伝統的な予算管理や，財務数

値だけでなく非財務数値も含めて評価を行う BSC 等の管理会計手法を用いて，医療専門職の

業績評価が試みられていることが報告されている(e.g. 荒井 2017；阪口 2017)。 

しかし，三矢他(2020)によれば，コロナのようなクライシスと呼ばれるイベントにおいて

は，過去の情報を参照しながら未来の着地点を推測する管理会計システムは，情報の信頼度

の揺らぎにより，その機能が低下し，意思決定の精度が落ちるという。そこで，本研究では，

「コロナのような異常時において，管理会計システムを機能させるため，業績評価や BSC は

どのように実践されているのか」というリサーチ・クエスチョンを設定し，インタビューを

実施する。 

リサーチ・サイトは，BSC を 10 年以上に渡り継続的に実施している地域の中規模私立医

療法人(A 法人)である。A 法人は，200 床～400 床程度の規模であり，コロナに関して重点医

療機関に指定されている総合病院である。2018 年～2019 年(コロナ前)に計 3 回，計 3 時間 5

分，2023 年(コロナ後)に計 2 回，計 1 時間 30 分，トップ計 6 名にインタビューを実施した。 

調査の結果，コロナ禍において，BSC をはじめとする管理会計システムを機能させる要因

として，以下の 3 点が示唆された。(1)コロナの影響を考慮した上で，会計情報に基づき現場

の活動を見える化し，組織目標と個人目標を有機的に連携させること。(2)事務方と医療専門

職が会計的コミュニケーションを行い，コロナ禍における会計情報の妥当性や，医療専門職

の管理会計システムに対する納得感を醸成すること。(3)多職種横断で会計的コミュニケーシ

ョンを行う場を設け，コロナ禍における医療専門職の水平的な連携を促進させること。
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演題 A-4 

看護師の職業継続意思の規定因に関する一考察 
−地方における公立 A 病院を事例として－ 

 
菊地諒大 

広島国際大学 大学院 医療・福祉科学研究科 医療経営学専攻 

 

 

本研究は、地方の公立病院の職業継続意思の現状を把握し、看護師の職業継続意思の規定

因を明らかにすることで、離職防止につながる方策を提示することを目的とする。 

 調査対象は、100 床規模の公立病院に勤務する看護師 85 名である。表 1 はアンケート項目

の内容である。 

 

 

この中の組織コミットメントとは、「ある特定の組織に対する個人の同一化（identification）

および関与（involvement）の強さ」という定義であり「情動的、継続的、規範的」の 3 つ

の因子が存在する。「情動的」とは、個人の組織に対する心理的愛着や一体感であり、「継続

的」とは、個人が組織を去る際の費用や損失に基づく損得勘定であり、「規範的」とは、組織

への義務感や忠誠心のことを説明している。 

アンケート調査は、看護師 77 名回収、欠損値のない 62 名（72.9%）の回答を使用して分

析した。職業継続意思の回答結果で、「有り」と回答した人が 87.1％である。 

表 2、3 は職業継続意思の有無と年齢階層の組織コミットメントの回答割合である。職業継

続意思がある人は、「情動的コミットメント」が良い回答が多く、 「規範的コミットメント」 

は少なかった。年齢別の環境要因の回答割合では、継続的コミットメントの、40 歳以上の人

の良い回答が多かった。 
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看護師の職業継続意思について、「有り」が 87.1％であり、大多数が現在の組織で継続した

いと考えている。本研究の看護師の職業継続意思の要因は、情動的コミットメントが関連し、

継続的コミットメントや規範的コミットメントは関連が低いことが明らかになった。年齢別

だと 40 歳以上の看護師は継続的コミットメントが関連していると明らかになった。 

そのことから、職業継続意思がある看護師は、組織の一員として所属していることに誇り

を持つことで、組織に留まりたいと考え情動的コミットメントが高くなり、年齢が高くなる

ほど自身の現在の地位や報酬を手放してしまうと考え、継続的コミットメントが高くなると

いう傾向が見られた。 

 

74



演題 B-1 

医療消費者の診療所選択プロセス 
－都市近郊に居住する会社員を対象とした M-GTA 分析－ 

 
○中村崇裕、高梨千賀子、野中誠 

東洋大学大学院 経営学研究科ビジネス・会計ファイナンス専攻 

 

 

■背景 

医療消費者は診療所に関連する様々な情報を得て、自ら評価することで診療所を選択してい

る。一般消費者の購買行動プロセスに関する先行研究は多数あるが、医療分野を対象とした

診療所選択プロセスに関する研究は十分でない。 

■目的 

医療消費者の診療所選択プロセスと、これに影響する要因を特定する。 

■方法 

都市近郊に居住する男女会社員 12 名を対象に半構造化インタビューを行い、M-GTA により

概念を抽出した。これらの因果関係に着目し、診療所選択プロセスのモデルを作成する。な

お、本研究は東洋大学の倫理審査委員会の承認を得ている。 

■結果 

医療消費者の受診に際して、「気づき（不調の認知）」、「検索（診療所探索に関連する情報）」、

「受容（得られた情報）」、「比較（診療所間）」、「選択（自分に合った診療所）」のプロセスを

経るモデルを得た。また、その影響要因として、信頼できる情報取得環境、仕事への影響の

少なさの 2 つを得た。特に、仕事への影響の少なさは、選択プロセス全体に深く影響してい

ることを示した。 

■考察 

本研究が示したモデルは、選択プロセスの各段階の考察を深める上での有用な参照モデルと

なり得る。先行研究では、医療消費者は初回受診先の選択時に熟考的思考の「システム 2」

モードにあることを報告している。本研究では、気づき段階で過去の経験から原因を推測で

きない時は「システム 2」にあるが、推測できる時は直観的思考の「システム 1」モードにあ

ることを示した。こうした考察は、診療所情報提供者が、情報提供の質を高める上で有用な

参照モデルになるものと考える。 

■結語 

本研究では、M-GTA により、医療消費者の診療所選択プロセスとその影響要因のモデルを得

た。また、気づき段階でシステム 1 とシステム 2 の両方のモードで情報処理していることを

示した。今後の課題として、本モデルを裏付ける実証研究を実施し、効果的な情報提供方法

を検討する必要がある。
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演題 B-2 
大都市圏と地方都市圏における 

地域連携診療計画加算の取得状況について 
 

羽明英敏 

国際医療福祉大学大学院 医療福祉学研究科 医療経営管理分野 修士課程 

 

 

【背景・目的】地域の医療機関相互の連携を促進する手段として「地域連携クリニカルパス

（以下「パス」）があり、診療報酬では「地域連携診療計画加算（300 点）」で評価される。

対象疾患は大腿骨頚部骨折、脳卒中以外にも拡大しているが、連携医療機関と年 3 回以上の

面談を実施しパスの評価と見直しを適切に行うことなど、算定要件のハードルが高く、平時

から連携先との良好な関係構築が求められる。本研究は大都市圏と地方都市圏における医療

提供体制と本加算の取得状況に着目し、地域特性とパスの関連性を明らかにする。 

 

【方法】二次医療圏データベース（株式会社ウェルネス提供）と NDB-SCR（内閣府提供）

を用いて、二次医療圏単位での医療提供体制と本加算の取得状況との関係性を分析した。SCR

（標準化レセプト出現比）は 100 より大きければその医療圏では当該指標に関連する医療行

為が全国平均よりも多く行われており、100 より小さければ少ないことを意味する。 

 

【結果】2020 年の SCR では 126 の医療圏で本加算を取得していた（※算定医療機関数が３

未満となる医療圏は非公開となるため過疎地域は不明が多い点に留意が必要）。 大値は 535

（下関）、 小値は 1（さいたま）で、大きな地域差が認められた。地域特性で SCR の分布

を比較したところ、大都市型医療圏では平均 87（n:40）、地方都市型では 180（n:80）、過疎

地域型では 300（n:6）と、大都市圏より地方都市圏での取得が有意に高い傾向にあった。 

本加算は病院を中心としたネットワーク形成が前提であることを踏まえ、病院数との関係

を分析した結果、病院が少ない医療圏ほど取得が高い傾向にあり、50 施設以下の医療圏にそ

の傾向が強かった（図 1）。また、大都市圏では地域差が小さいが地方都市圏では地域差が大

きい傾向にあった。病床機能区分との関係について重回帰分析した結果、SCR は急性期病床

数と負の弱い相関、回復期病床数と正の弱い相関が認められた。図 1 では急性期病床数をバ

ブルサイズで示した。 

 

【考察】本加算は地方都市圏で算定要件を満たし取得しやすいことが示唆された。大都市圏

では急性期病院を中心にステークホルダーが多く関係構築が容易ではないことやパスが病院

毎に多様化しやすいことが加算取得の阻害要因の可能性がある。SCR で上位にある下関、伊

那、西三河北部では地域医師会や基幹病院がパスを軸とした医療連携を推進している実態が
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あることから、限られた医療資源の有効活用に取り組む推進役の存在が地方都市圏間の算定

取得の差に影響している可能性がある。 

これらの要因を特定し類型化することによりパスの普及と地域連携の促進に貢献できる可

能性がある。 
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演題 B-3 

セクター別に見た医師不足の定量的考察 
 

藪下千恵美 

国際医療福祉大学 東京赤坂キャンパス 

 

 

【背景・目的】 

1980 年以降は医師過剰とされ続けたが、2003 年以降より医師不足と認識されている。毎

年約 9000 人以上が医師国家試験に合格し医師として勤務している。しかしワークライフバ

ランスを重視する若手医師が増え、過酷な勤務時間を強いられていた外科医や救急医、産科

医が不足で深刻な状況である。そこで機能に応じた医師数の不足や、診療科・過疎地域への

医師数について現況を調査した。 

【方法】 

厚生労働省より「医師・歯科医師・薬剤師調査」1996 年~2016 年のデータの提供の承諾を

受け、加工した医師数に関するデータを用いて、全国医師総数、医療機関別（病院・診療所）、

性別、年齢階級別、地域区分別に解析を行った。 

【結果】 

全国医師数は 1996 年から 2016 年の 20 年間において 32.3%増えており、病院勤務医は

36.5%、診療所では 24.7%増えている。医師総数性別では、男：女 85%：15%（1996 年）、

74%：26%（2016 年）と女性医師が増加している。年齢階級では、40 代（21.6%）・50 代

（152.7%）・60 代（70.4%）増加していた。しかし 30 代の増減率は、‐2.2%と減少がみら

れた。診療科別外科総数では、女性医師が徐々に増加している中 1996 年と 2016 年の 20 年

間を比較すると-7.6％減少している。特に 20 代（‐64.4%）30 代（‐29.9%）減少している。

脳神経外科総数は 20 年間で 30.6%増加しているが、20 代（‐58.4%）30 代（‐28.9%）減

少している。2006 年医療法等の一部改正する法律において診療科名の改正が行われたことで、

救急科の標榜が表示されたため、2006 年以降より医師数が表示されている。2016 年までの

10 年間で 90.5％増加しており、2016 年時点で 3,244 名の医師が確認された。二次医療圏で

みた 20 年間の増減率において、336 地域（2015 年時点）のうち 80 地区であり、過疎地域で

63 地区であった。 

【考察】 

全国の医師総数は 20 年前に比べて 32.3%増加しているが、40 代以降の世代で保たれてい

るといえる（図、赤枠表示）。この世代の 20 年後は退職する世代になる。では退職する世代

が抜けた後、現在 20 代が 40 代、30 代が 50 代になった時、果たして 20〜30 代世代が現在

より医師として従事しているのか不安なところである。10 年ごとに比較してもその世代は減

少傾向であり、特に 2016 年の 20 代総数は 40 代総数に比べて‐59.4%であるため、20~30
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代世代の医師を確保することが重要である。救急科総数では 10 年間で増加していることは結

果で示しているが、3,244 名の医師で救急対応が可能であるか疑問である。2016 年の救急車

出動件数は約 6,209 千件であることから、医師不足であることを認識することができる。現

在の医師総数が保たれる事より、10 年後、20 年後のことを考慮しながら、不足している診

療科への医師確保、また同時に 20〜30 代世代が働きやすい環境を作り上げていくことが必

要であり今後の課題でもある。 
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株式会社 ASK 梓診療報酬研究所 

伯鳳会グループ 
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Email: ask-azus@zf6.so-net.ne.jp
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伯鳳会グループ

医療法人伯鳳会

社会福祉法人玄武会

セントラルメディカルサービス

社会福祉法人大阪暁明館

社会福祉法人あそか会

医療法人 五葉会

医療法人 積仁会
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